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三重県議会における選挙区及び定数の見直しの経緯 

 
【概要】（条例案の提案理由等を基に作成） 

・ 近年の厳しい社会経済情勢のもと、地方行財政改革が強く求められている

中、議会も自らの判断と努力により議員定数の更なる削減を行い、その姿勢

を示すため、津市選挙区、四日市市選挙区、松阪市・飯南郡選挙区、鈴鹿市選

挙区の定数をそれぞれ１人削減し、議員定数を 55 人から 51 人に改める等所

要の整備を行う条例改正案が賛成多数で可決される。 

 

【概要】（条例案の提案理由等を基に作成） 

・ 市町村合併の進展に伴い、三重県議会の議員の選挙区及び各選挙区において

選挙すべき議員の数を改定する等所要の整備を行う条例改正案が全会一致で

可決される。選挙区を 24 選挙区から 17 選挙区に見直し。 

 

【概要】（条例案の提案理由等を基に作成） 

・ 県内の各選挙区間における一票の格差の是正を図るため、議員定数を 51 人

から 45 人に改める等所要の整備を行う条例改正案が賛成多数で可決される。 

・ 尾鷲市・北牟婁郡選挙区、熊野市・南牟婁郡選挙区、多気郡選挙区、度会郡

選挙区の定数をそれぞれ１人削減。 

・ 鳥羽市選挙区と志摩市選挙区と合区したうえで、定数を１人削減。 

・ 伊勢市選挙区の定数を１人削減。 

（１）平成 11 年５月～平成 12 年３月：選挙区調査特別委員会による検討 

⇒ 条例の改正（定数 55 人→定数 51 人） 

（６）平成 25 年１月～平成 26 年５月：選挙区調査特別委員会による検討 

⇒ 条例の改正（定数 51 人→定数 45 人） 

（２）平成 15 年４月：県議会議員選挙の執行（定数 51 人） 

（５）平成 23 年４月：県議会議員選挙の執行（定数 51 人） 

（４）平成 19 年４月：県議会議員選挙の執行（定数 51 人） 

（３）平成 17 年２月～平成 18 年２月：選挙区調査特別委員会による検討 

⇒ 条例の改正（定数 51 人は据え置き、選挙区を見直し） 
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・ 改正された条例は、平成 27 年５月１日以降の一般選挙から適用。 

 

【概要】（委員長報告を基に作成） 

・ 前回の選挙区調査特別委員会の委員長報告（平成 26 年５月）において、今

後の国勢調査の結果等これからの人口動態や社会経済情勢等の状況も考慮し、

改選された議員のもとでも引き続いて、１票の格差の是正、総定数、選挙区の

あり方の検証などを行っていく必要があるとの附帯事項を受けて設置。 

・ 設置以降 33 回の委員会を開催し、様々な観点からの委員間討議を重ね、平

成 29 年 12 月の委員会において、県南部地域の課題解決のために、南部地域

の定数を増加させる委員長案を提示。 

・ しかしながら、委員会として合意を得るのは困難と判断せざるを得ない状況

になり、平成 30 年２月の本会議において、特別委員会の廃止を決定。 

 

【概要】（条例案の提案理由等を基に作成） 

・ 平成 30 年２月に、議員提出により、県内の選挙区間における地域間の均衡

の調整を図るため、議員定数を 45 人から 51 人に改める等所要の整備を行う

条例改正案が提出され、同年３月の本会議において賛成多数で可決される。 

 

【概要】（条例案の提案理由等を基に作成） 

・ 平成 30 年６月に、議員提出により、県内の各選挙区間における一票の格差

の是正を図るため、議員定数を 51 人から 45 人に改める等所要の整備を行う

条例改正案が提出されたが、同年９月の本会議において賛成少数で否決され

る。 

（７）平成 27 年４月：県議会議員選挙の執行（定数 51 人） 

（９）平成 30 年２月～平成 30 年３月：議員提出条例（定数 51 人）の提出・

可決 

⇒ 条例の改正（定数 45 人→定数 51 人） 

（10）平成 30 年６月～平成 30 年９月：議員提出条例（定数 45 人）の提出・

否決 

（８）平成 28 年５月～平成 30 年２月：選挙区調査特別委員会での検討 

⇒ 合意が得られず、委員会を廃止 
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（11）平成 31 年４月：県議会議員選挙の執行（定数 51 人） 

（12）令和元年６月：「選挙区及び定数に関する在り方調査会」の設置を議決 

（13）令和元年 10 月～令和２年 10 月：「選挙区及び定数に関する在り方調査

会」による調査 ⇒ 調査結果を「報告書」に取りまとめ、議長に提出 

（14）令和２年 12 月：代表者会議において正副議長案を基に検討開始を決定 

（15）令和３年１月：正副議長による議会各会派からの意見聴取を実施 

（16）令和３年３月：代表者会議において正副議長案を提示 


